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Examination of contemporary significance of examine the  
appropriateness of independent auditor ’s auditing procedure and 
independent auditor ’s audit opinion by the audit committee or the like.  
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会計監査人の監査方法・監査結果に対する監査役等による相当性判断の現代的意義の検討　（坂根　純輝）























































































































































































































































































2013 年に第 2 次安倍内閣のもと安倍晋三首相
を本部長とする日本経済再生本部が設立された。
設立から間もない 2013 年に日本経済再生本部は、
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査が必要的である大会社(旧商法特例法第 2 条、第 4 条、




















































































































































































































9・12・8〈大阪高裁平成 9 年（ラ）第 326 号〉）、その意味
内容から監査役が会計監査人の監査結果の相当性


































































































































の判例では、2005 年 6 月期（2004 年 7 月から 2005 年






















こと（東京地判平成 25・10・15〈平成 21 年（ワ）第 24606
































































の判例では、2005 年 6 月期（2004 年 7 月から 2005 年






















こと（東京地判平成 25・10・15〈平成 21 年（ワ）第 24606











































































































- 12 - 
 






















































                                                                                         
参考文献 
[1]IAASB ［ 2009 ］ INTERNATIONAL STANDARD ON 
AUDITING 260,COMMUNICATION 
WITH THOSE CHARGED WITH 
GOVERNANCE. 
[2]IAASB ［ 2015 ］ INTERNATIONAL STANDARD ON 
AUDITING 701,Communicating Key 




[4]日本経済再生本部［2013］「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」。 
[5]日本公認会計士協会［2015］「監査役等とのコミュニケー
ション」監査基準委員会報告
書260号。 
[6]田邊明［1973］「第71回国会参議院法務委員会会議録第19 
号」。 
[7]東京証券取引所［2015］「コーポレートガバナンス・コー
ド」。 
[8]鳥羽至英[2009]『財務諸表監査 理論と制度【発展編】』国
元書房。 
[9]法務省［2015］「会社法」。 
[10]法務省［2015］「会社計算規則」。 
[11]町田祥弘[2015①]「外部監査人と監査役等の連携の新たな可 
能性―外部監査人による監査報告書の動
向を踏まえて―（前編）」『月刊監査役』
No.635。 
[12]町田祥弘[2015②]「外部監査人と監査役等の連携の新たな可 
能性―外部監査人による監査報告書の動向 
を踏まえて―（後編）」『月刊監査役』 
No.637。 
[13]山浦久司［2010］『会計監査論〈第5版〉』中央経済社。 
[14]弥永真生［2015］『会計監査人論』同文館。 
[15]大阪高決平成9年12月8日〈大阪高裁平成9年（ラ）第326
号〉(LEX/DB文献番号28061664)。 
[16]東京地判平成25年10月15日〈平成21年（ワ）第24606号〉
(LEX/DB文献番号25515853)。 
[17]名古屋高判平成26年2月13日〈平成25年（ネ）第523号〉
(LEX/DB文献番号25446281)。 
－ 48 －
九州情報大学研究論集　第18巻（2016年３月）
